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I. 協力準備調査報告書作成ガイドライン 

 

1. 協力準備調査報告書の位置付け 

 

 協力準備調査は、開発途上国政府の計画作成能力を補完し、途上国政府が計画するプロジェクト（以下、

「プロジェクト」と言う場合、途上国政府が推進しようとしているプロジェクト全体計画を指します。我

が国の無償資金協力の対象として検討される事業を、以下「協力対象事業」と呼称します。協力対象事業

はプロジェクトの一部であることに留意して下さい。）を実施するために必要な投入としての施設建設や

機材調達に係る最適案（代替案も含む）を提案するものです（以下の概念図を参照）。我が国政府におい

ては、同調査報告書を無償資金協力案件の採択を検討する際の基礎資料として位置付けています。 

※ 協力準備調査での個別案件の調査案件名称としては、「○○計画準備調査」となることに注意

する（「○○計画協力準備調査」とは称さない。「○○計画」に「協力」の意味が含まれてい

るため）。 

 

プロジェクトと協力対象事業との関係（概念図） 

 

 

2. 協力準備調査報告書の構成案 

 
 和文報告書及び外国語（英文）報告書の目次案をそれぞれ別紙１及び２のとおりとします。英文以外の

外国語報告書については、英文報告書に準じて作成して下さい。 
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